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平成 27年 9月 関東・東北豪雨において多数の孤立者が発生したこと等を

受け、鬼怒川・小貝川上流域の 10市町（宇都宮市、小山市、真岡市、さくら

市、下野市、上三川町、益子町、芳賀町、塩谷町、高根沢町）と栃木県、気

象庁、国土地理院、国土交通省関東地方整備局は、「水防災意識社会再構築ビ

ジョン」を踏まえ、平成 28 年 6 月 13 日に「鬼怒川・小貝川上流域大規模氾

濫に関する減災対策協議会」（以下、「協議会」という。）を設立し、同年9月

26 日に「鬼怒川・小貝川上流域の減災に係る取組方針」（以下、「取組方針」

という。）をとりまとめた。 

取組方針では、平成 32年度までに達成すべき減災目標として、鬼怒川・小

貝川の大規模水害に対し、「逃げ遅れゼロ」、「社会経済被害の最小化」を目指

すこととし、ハード対策を順次実施することに加え、①逃げ遅れゼロに向け

た迅速かつ的確な避難行動のための取組、②洪水氾濫による被害の軽減、避

難時間の確保のための水防活動の取組、③一刻も早い生活再建及び社会経済

活動の回復を可能とするための氾濫水の早期排水を促す既存施設の活用等の

取組という３本柱のソフト対策を実施することとしている。 

本資料は、協議会を構成する各機関が平成28年度に実施した事項を整理し、

取組方針の進捗状況としてとりまとめたものであり、各機関は、この進捗状

況を踏まえ、水防災意識社会再構築に向けた取り組みをさらに加速させるも

のとする。 

1



○H28年度の取組状況および今後実施する取組

事　　項

具体的取組

１）ハード対策の主な取組

■洪水を河川内で安全に流す対策

・護岸整備（河岸侵食対
策）等

・護岸整備（河岸侵食対策）等 順次実施
関東
地整■

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

・雨量・水位等の観測
データ及び洪水時の状
況を把握・伝達するため
の基盤の整備

・雨量・水位等の観測データ及
び洪水時の状況を把握・伝達す
るための基盤の整備

H28年度から
順次実施

関東
地整■

・防災行政無線の改良、
防災ラジオの配布等の整
備

・防災行政無線の改良、防災ラ
ジオの配布等の整備

H28年度から
順次実施 ■ ▲ ● ● ● ● ▲ ■ ● ■

活
用

・水防活動を支援するた
めの水防資機材等の配
備（新技術活用も含め）
及び適切な管理

・水防活動を支援するための水
防資機材等の配備や新技術の
活用検討、配備後の適切な管
理を実施

H28年度から
順次実施 ■ ● ● ○ ● ● ● ■ ▲ ▲ ■ 関東

地整■

・簡易水位計やCCTVカメ
ラ等の設置

・簡易水位計やCCTVカメラの設
置

H28年度から
順次実施

関東
地整■

・浸水時においても災害
対応を継続するための施
設の整備及び自家発電
装置等の耐水化

・浸水時においても災害対応を
継続するための施設の整備及
び自家発電装置等の耐水化

H28年度から
順次実施

－ ● ○ ○ － － － － － ■

２）ソフト対策の主な取組　①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■広域避難を考慮したハザードマップの作成・　周知等

・想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図、
氾濫シミュレーション（鬼
怒川・小貝川）の公表

・鬼怒川洪水浸水想定区域図、
氾濫シミュレーションの策定・公
表
・小貝川洪水浸水想定区域図、
氾濫シミュレーションの策定・公
表

H28.8
H28年度

関東
地整●

活
用

・広域避難計画の策定
・協議会の中で広域避難計画
（案）を策定

H29年度から
順次実施 － ■ ○ ○ ○ ○ － － ○ ○ ○

気象庁
○

地理院
○
関東

活
用

・広域避難を考慮したハ
ザードマップの作成・周
知

・想定最大外力にもとづいた洪
水を対象に、広域避難計画も反
映した洪水ハザードマップを策
定する

H29年度から
順次実施 － ■ ○ ○ ○ ○ － － ○ ○

活
用

・地域の特性を踏まえた
適切な避難方法（垂直避
難等）や効果的なまるご
とまちごとハザードマップ
の検討・周知

・水位の上昇が早い、上流域の
特性を踏まえた垂直避難等の
適切な避難方法の検討や、公
共施設や電柱を中心に、看板
の設置や周知を行う

H29年度から
順次実施 ○ ● ■ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

気象庁
○

地理院
○
関東
地整■

活
用

・要配慮者利用施設の避
難計画の検討・作成及び
管理者への周知・啓発

・要配慮者利用施設の避難計
画の検討・作成及び管理者へ
の周知・啓発

H28年度から
順次実施 ■ ■ ■ ■ ■ ▲ － ○ ○ ▲ ●

活
用

・ハザードマップポータル
サイトを活用した周知サ
ポート、地図情報の活用

・ハザードマップの周知のサ
ポートとして、ハザードマップ
ポーサルサイトや地図情報を提
供する

H28年度から
順次実施

地理院
○

活
用

具体的な取組の柱

主な内容 目標時期

実施する機関
地
域
住
民

宇
都
宮
市

小
山
市

真
岡
市

さ
く
ら
市

下
野
市

国

○ ： 実施予定　、 ● ： 実施済み、 ■：実施済み（継続）、
 ▲：検討中、 － : 対象なし

上
三
川
町

益
子
町

芳
賀
町

塩
谷
町

高
根
沢
町

栃
木
県
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事　　項

具体的取組

２）ソフト対策の主な取組　①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■避難勧告の発令に着目したタイムラインの作成

・短時間判断等の上流域
の特徴を考慮したタイム
ラインの更新及び実践的
な訓練の検討

・水位の上昇が早いことで限ら
れた時間での避難勧告等の判
断を行うことが想定され、その
特徴を踏まえたタイムラインへ
の更新、実践的な訓練の検討を
行う

H28年度から
順次実施 ■ ■ ■ ▲ ▲ ■ ○ ○ ■ ■ ○

気象庁
■

地理院
○
関東
地整■

参
加

・気象情報発信時の「危
険度の色分け」や「警報
級の現象」等の改善（水
害時の情報入手のし易さ
をサポート）

・警報等における危険度の色分
け表示
・「警報級の現象になる可能性」
の情報提供
・メッシュ情報の充実化

H29年度から
順次実施

気象庁
▲

活
用

■防災教育や防災知識の普及

・水災害の事前準備に関
する問い合わせ窓口の
設置

・ハザードマップの見方などの
水災害の事前準備に関する問
い合わせ窓口の設置する

H28年度から
順次実施 ■ ■ ■ ■ ▲ ▲ ■ ○ ○ ■ ■

気象庁
■

地理院
■
関東

活
用

・水防災に関する説明会
の開催

・水防災に関する説明会を開催
する

H28年度から
順次実施 ■ ■ ■ ○ ■ ■ ○ ■ ○ ○ ○

気象庁
■

地理院
○
関東

参
加

・小中学生を対象とした
防災教育の実施及び教
員へのサポート

・小中学生を対象に防災教育の
実施や授業への組込みの際の
教員へのサポートを実施

H28年度から
順次実施 ▲ ■ ■ ○ ○ ○ ■ ■ ○ ■ ■

気象庁
■

地理院
○
関東

参
加

・出前講座等を活用した
講習会の実施

・出前講座等の要望があれば積
極的に参加し、防災知識の普及
啓発活動等の支援を実施

H28年度から
順次実施 ○

気象庁
■

地理院
■
関東

参
加

・プッシュ型の洪水予報
等の情報発信

・プッシュ型による情報発信（洪
水予報等）の実施

H28年度から
順次実施

関東
地整▲

活
用

・水位計やライブカメラの
情報をリアルタイムで提
供

・水位計の情報やライブカメラの
映像をリアルタイムで提供

H28年度から
順次実施

関東
地整■

活
用

２）ソフト対策の主な取組　②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組

■より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化

・水防団等への連絡体制
の再確認

・無線やメールなどを活用した
情報伝達手段の確保
・適切な管理の実施

H28年度から
順次実施 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

・水防団同士の連絡体制
の確保

・近隣の水防団の連絡体制の
確保

H28年度から
順次実施 ■ ■ ■ ■ ■ ○ ■ ■ ■ ▲

・水防団や地域住民が参
加する洪水に対しリスク
が高い区間の共同点検

・毎年、国が実施している重要
水防箇所等の共同点検に参加

H28年度から
順次実施 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ － ■ ■ ■

気象庁
■
関東
地整■

参
加

・関係機関が連携した実
働水防訓練の検討・実施

・利根川水系合同水防訓練及
び鬼怒・小貝水防連合体水防
訓練等の水防管理団体の訓練
に参加及び実施内容等の検討

引き続き実施 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ○ ■ ○ ■

気象庁
■
関東
地整■

参
加

・水防活動の担い手とな
る水防協力団体の募集・
指定を促進

・広報紙やホームページ等で広
く募集していく

引き続き実施 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■
参
加

・地域の建設業者による
水防支援体制の検討・構
築

・地域の建設業者も組み込んだ
水防支援体制の検討を実施し、
構築する

H28年度から
順次実施 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

・自主防災組織の促進及
び支援等の検討

・地域の住民が協力し合う自主
防災組織の普及の促進及び支
援等の検討の実施

H28年度から
順次実施 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ▲ ■ ○ ○ ○

気象庁
○
関東
地整■

参
加

２）ソフト対策の主な取組　③一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための氾濫水の早期排水を促す既存施設の活用等の取組

■排水計画（案）の作成及び排水訓練の実施

・排水機場・樋門・水門等
の情報共有、霞堤の排
水機能を踏まえた排水の
検討等を行い、大規模水
害を想定した緊急排水計
画（案）を作成

・排水施設の情報共有、既設の
霞堤の排水機能を活用した排
水手法等の検討を行い、大規
模水害を想定した緊急排水計
画（案）を作成

H29年度から
順次実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

気象庁
○

地理院
○
関東
地整○

・霞堤の適切な管理のた
めの機能・効果の啓発活
動の検討・周知

・霞堤の排水機能を維持するた
めの適切な管理、それを維持す
るために必要な啓発活動の検
討

H29年度から
順次実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － ○ ○ ○

気象庁
○

地理院
○
関東

益
子
町

芳
賀
町

塩
谷
町

高
根
沢
町

栃
木
県

国

具体的な取組の柱

主な内容 目標時期

実施する機関
地
域
住
民

宇
都
宮
市

小
山
市

真
岡
市

さ
く
ら
市

下
野
市

○ ： 実施予定　、 ● ： 実施済み、 ■：実施済み（継続）、
 ▲：検討中、 － : 対象なし

上
三
川
町
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○Ｈ２８年度の取組状況

項目 事項 内容 宇都宮市 小山市 真岡市 さくら市 下野市 上三川町 益子町 芳賀町 塩谷町 高根沢町 栃木県 気象庁 国土地理院 関東地整

１）ハード対策の主な取組

■洪水を河川内で安全に流す対策

・護岸整備（河岸侵食対策）等 ・護岸整備、堤防整備を実施

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

・雨量・水位等の観測データ及
び洪水時の状況を把握・伝達
するための基盤の整備

・リスクが高い区間の水位情
報をリアルタイムで各自治体
へ伝送する体制を整備
・サーバー増設によりライブ
映像の配信を６箇所から５９
箇所に拡大

・水防活動を支援するための
水防資機材等の配備（新技術
活用も含め）及び適切な管理

・消防署を含む市内８箇所の水防
倉庫に水防資機材を配備済み
・毎年，出水期前に資機材の点検
を実施している
・水のう工法の現地設置視察に参
加

・公園、自治会公民館、集会所、
消防署、分署等に土のう6,200袋
配備済み
・救命胴衣620着新規配備済み
・救命用ゴムボート5艇新規配備済
み

・水防団員の安全確保のために、
ライフジャケット１２０着を配備した

・水防団員の安全を確保するため
の資機材の充実を図り、新技術を
活用した水防資機材等の整備も
進める
【H29年度～】

・消防団用装備品購入
　消防団用救命胴衣（各部７着ず
つ）
　交通誘導棒　（各部２ずつ本）
　ヘッドライト・シリコンバンド
　　（各部10個ずつ）
　レインスーツ（各部10着ずつ）
　※消防団22部

・水防倉庫の点検等を実施した。 資機材の点検を実施 ・水防活動に必要と思われる資機
材を調査し、整備計画を策定
（必要と思われる資機材は確保し
ているので、引き続き維持管理に
努めていく）

・水防団員の安全を確保するため
資機材の充実について検討する

・水防資機材、団員の安全確保の
ための装備品の充実について検
討していく

・H29.1.24　｢三角水のう工｣ﾃﾞ
ﾓｽﾄﾚｰｼｮﾝへの参加
・その他、水防資機材等の配
備及び適切な管理の実施
【宇都宮土木、真岡土木、栃
木土木、矢板土木】

・１５ｍの水のうを１８本用意
し、藤代出張所に保管

・簡易水位計やCCTVカメラ等
の設置

・各自治体ごとの避難行動、
水防活動を支援する簡易水
位計を３１箇所設置するとと
もに、CCTVカメラを１１台増
設

・浸水時においても災害対応
を継続するための施設の整備
及び自家発電装置等の耐水
化

・浸水区域になし
【対象なし】

・消防庁舎：自家発電設備耐水化
済み
※消防庁舎：自家発電設備あり
（72時間）
※市役所本庁舎：自家発電設備
未設置（洪水ハザードマップ浸水
想定区域外）

・対象施設：真岡市役所　本庁舎
平成30年より新庁舎建設開始予
定であり自家発電装置等において
も耐水化予定
【H30年度～】

・対象施設：さくら市役所　耐水に
関して検討していく
【H29年度～】

・新庁舎屋上に非常用電源を整備
【対象なし】

・上三川町役場は浸水想定区域で
はないため対象なし
【対象なし】

・浸水想定区域になし
【対象なし】

・浸水想定区域外（新庁舎移転に
伴い、非常用電源は屋上に設置）
【対象なし】

・役場は浸水想定区域ではないの
で対象なし
【対象なし】

・自家発電装置については一部庁
舎については設置済み。
・今後の自家発電設備等の整備に
ついては検討していく。
・役場庁舎は浸水想定区域にはな
い

項目 事項 内容 宇都宮市 小山市 真岡市 さくら市 下野市 上三川町 益子町 芳賀町 塩谷町 高根沢町 栃木県 気象庁 国土地理院 関東地整

２）ソフト対策の主な取組　①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■広域避難を考慮したハザードマップの作成・　周知等

・想定最大規模降雨による洪
水浸水想定区域図、氾濫シ
ミュレーション（鬼怒川・小貝
川）の公表

・鬼怒川洪水浸水想定区域
図の策定・公表　【H28.8】
・小貝川洪水浸水想定区域
図の策定・公表　【H29.3】

・中河原地区の指定避難所は指
定済み

・飛び地や鬼怒川と田川に挟まれ
ている地域について、協議会の中
で検討していく
【H29年度～】

・平成21年9月から水害時に隣接
市の公共施設を避難所として指定
していることを洪水ハザードマップ
に記載し公表している

・東部地区洪水ハザードマップ改
定作業着手（Ｈ29）

・想定浸水深の電柱表示を実施し
た

協議会の中で検討していく
【H29年度～】

・要配慮者利用施設の避難計
画の検討・作成及び管理者へ
の周知・啓発

・要配慮者施設において策定して
いる避難計画の対象災害の中に
水害も対象として位置づけること
や、避難訓練等の実施を支援
・介護事業者等の集団指導の際
に，災害への備えや避難に係る情
報に関する説明を行い、防災に関
する周知啓発を実施

・要配慮者利用施設管理者へ周
知済み
・福祉避難所として新規に3箇所登
録済み

・介護担当課において、要配慮者
施設の避難計画作成と避難訓練
実施を支援した

・避難準備情報の名称変更による
周知を要配慮者施設へ送付。
・地域防災計画の見直しを行って
いる。

・福祉担当課を通じ、要配慮者施
設ごとに風水害対策計画の作成を
指示

・今後も引き続き検討していく。 ・河川との隣接エリアが少なく、対
象なし
【対象なし】

未対応 ・保健福祉課と連携しながら要配
慮者施設の避難計画の作成等を
検討中。
【H29年度～】

・対応については今後検討していく ・H29.1.23 要配慮者施設 市
町担当者への説明会を実
施。
・H29.3.3 要配慮者施設（厚
生労働省所管）管理者への
説明会を実施。

・ハザードマップポータルサイ
トを活用した周知サポート、地
図情報の活用

H28年は特になし

■避難勧告の発令に着目したタイムラインの作成

・短時間判断等の上流域の特
徴を考慮したタイムラインの更
新及び実践的な訓練の検討

・「避難準備情報」の名称変更に合
わせ、文言の変更をタイムライン
に反映

・避難勧告の発令に着目したタイ
ムラインの適時更新済み
・市HPに掲載し広報済み
・タイムラインを軸とした実践的な
水防訓練を実施（6月)

・所管課職員の図上訓練を実施し
た

・訓練実施を検討中 ・平成28年度、実践的な訓練は未
実施。次年度予定。

・タイムライムラインを使用し関係
課とＬアラートの操作訓練を実施し
た。

・タイムラインの更新及びロールプ
レイング等の実践的な訓練実施の
検討
【H29年度～】

未対応 ・タイムラインを更新 ・H28年12月にタイムラインを更新
(標記の変更)

・市町に対し、タイムラインの
更新及び実践的な訓練の実
施を働きかける。

・自治体が行うタイムラインを
使った訓練に参加している。

H28年は特になし ・作成に必要な水位情報等
の提供
・「ホットライン」訓練を実施
・事務レベルの情報伝達訓
練を実施

・気象情報発信時の「危険度
の色分け」や「警報級の現象」
等の改善（水害時の情報入手
のし易さをサポート）

・警報等における危険度の色
分け表示
・「警報級の現象になる可能
性」の情報提供
・メッシュ情報の充実化
【H29年度出水期～】
※平成29年度出水期からの
実施に向けて作業を進めて
いる

作成に必要な情報の提供及
び作成を支援
【H29年度～】

・鬼怒川の洪水浸水想定区
域に関するデータを整理し、
必要に応じて提供。
・小貝川の洪水浸水想定区
域に関するデータを提供する
ための作業中。

・まるごとまちごとハザードマップ
等について検討
【H29年度～】

・協議会の中で検討していく
【H29年度～】

・まるごとまちごとハザードマップ
等について検討していく
【H29年度～】

・策定について検討していく
【H29年度～】

・市町に対し、適切な避難方
法やまるごとまちごとハザー
ドマップの検討・周知を働き
かける。
【H29年度～】

作成に必要な情報の提供及
び作成を支援
【H29年度～】

・地域の特性を踏まえた適切
な避難方法（垂直避難等）や
効果的なまるごとまちごとハ
ザードマップの検討・周知

協議会の中で検討していく
【H29年度～】

・市内全戸配布した防災ガイドブッ
クで周知済み

・洪水浸水想定図の公表後、検討
を行い、公共施設や電柱を中心
に、表示看板の設置
【H29年度～】

・検討していく
【H29年度～】

・自主防災組織の設置促進を図っ
た。今後は自主防災組織との研修
を通じ、地域に即した避難方法等
を検討していく予定。
【H29年度～】

防災無線と防災メールの連携自動
配信を検討

・防災行政無線の調整・整備の実
施
（デジタル化済み。維持管理に努
めていく）
※移動系防災行政無線のデジタ
ル化
【H28年度～29年度】

・防災行政無線のスピーカー調整
・防災行政無線テレフォンサービス

防災行政無線のテレフォンサービ
ス
【継続】

・防災行政無線の改良、防災
ラジオの配布等の整備

・緊急速報メールや登録制防災情
報メールを活用するほか，市ホー
ムページやSNS，テレビ・ラジオ
等，様々な手段を通じて災害情報
の周知に努めている
・その他の周知方法については，
今後も調査研究を継続
※同報系防災行政無線及び防災
ラジオの今後の配備予定なし

・同報系防災無線は、デジタル化
済み
・防災ラジオ導入を検討中

・防災行政無線拡声子局の調整を
実施した

・防災無線デジタル化の完了
・防災無線操作説明の実施
(説明会、消防団点検にて)

・防災行政無線の調整・整備の実
施

・防災行政無線の調整・整備を実
施した。

・検討していく
【H29年度～】

・河川との隣接エリアが少なく、広
域避難の対象がない
【対象なし】

・河川より距離があり、広域避難の
対象がない
【対象なし】

・想定最大規模降雨における洪水
を対象に、広域避難計画も反映し
た洪水ハザードマップを策定
【H29年度～】

・上記に合わせて検討していく
【H29年度～】

・作成に必要な情報の提供
及び策定を支援
【H29年度～】

・市域をまたぐ避難が必要な地域
は無い
【対象なし】

・想定最大規模降雨における洪水
を対象に、広域避難計画も反映し
た洪水ハザードマップの策定を検
討していく
【H29年度～】

・想定最大規模降雨における洪水
を対象に、広域避難計画も反映し
た洪水ハザードマップを策定
【H29年度～】

・検討していく
【H29年度～】

・検討していく
【H29年度～】

■その他
（取組方針に記載はないが、実施した
取組内容）

・河川との隣接エリアが少なく、広
域避難の対象がない
【対象なし】

・河川より距離があり、広域避難の
対象がない
【対象なし】

・協議会の中で広域避難計画（案）
を策定
【H29年度～】

・計画策定について検討していく
【H29年度～】

・広域避難を考慮したハザード
マップの作成・周知

・市町に対し、広域避難計画
の策定を働きかける。
【H29年度～】

・市域をまたぐ避難が必要な地域
は無い
【対象なし】

・広域避難計画の策定について検
討していく
【H29年度～】

・協議会の中で広域避難計画(案)
を策定
【H29年度～】

・検討していく
【H29年度～】

・広域避難計画の策定 ・作成に必要な情報の提供
及び策定を支援
【H29年度～】

・作成に必要な情報の提供
及び策定を支援
【H29年度～】

：H28年度実施 ：H28年度未実施 ：H29年度以降実施
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項目 事項 内容 宇都宮市 小山市 真岡市 さくら市 下野市 上三川町 益子町 芳賀町 塩谷町 高根沢町 栃木県 気象庁 国土地理院 関東地整

２）ソフト対策の主な取組　①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■防災教育や防災知識の普及

・水災害の事前準備に関する
問い合わせ窓口の設置

・浸水想定区域や水害への備えな
どについて、既に所管課で問い合
わせに応じている
【継続】

・平成20年3月から小山市防災ガ
イドブックは、消防本部防災対策
課が窓口となっている
・平成21年9月から洪水ハザード
マップは、建設水道部建設政策課
が担当窓口となっている
【継続】

・所管課において問い合わせに対
応している

・総務課危機管理係で窓口になる ・設置済 ・設置済 ・H29.3 設置 ・設置済 ・総務課及び所管課で対応してい
る。

・地域安全課で対応している。 ・H29.3.10　問い合わせ窓口
をｲﾝﾀｰﾈｯﾄで公表

・問い合わせ窓口を設置して
いるが、現時点においてサ
ポートは生じていない。

・問い合わせ窓口を設置 ・問い合わせ窓口を設置
・協議会構成員の問い合わ
せ窓口をHPで公開

・水防災に関する説明会の開
催

・地域住民や関係機関を交えた共
同点検に参加
・地域住民に対して出前講座（市，
河川事務所）を実施済み

・国より鬼怒川、田川放水路の洪
水浸水想定区域の見直し・公表が
行われたことに伴い、地元説明会
を開催済み（10月)
・水防災に関する「出前講座」を開
催済み

・地域、学校、職域での座談会に
おいて、水防災に関する説明を実
施した

・実施を検討
※防災訓練や水防訓練にてタイム
ラインの考え方等を説明予定

・自治会、自主防災組織における
防災訓練、防災講話に関連し、説
明会の実施。
・公民館自主サークルグループの
要請により、自主防災の講演を実
施

・出水期前に氾濫危険区域の自治
会へ説明会を行った。

H29に自治会長等に実施予定 大字自治会の出前講座（防災に関
すること）で実施。

・地域住民や関係機関を交えた共
同点検に参加

・住民に対する水防災に関した説
明会の開催を検討する

・市町に対し、水防災に関す
る説明会を働きかける。

・関係機関と連携した防災対応
を行うため、毎年出水期前に気
象防災連絡会を開催している。
・台風の接近に伴う影響や防災
上の留意事項について、台風
説明会を開催して、注意、警戒
を呼びかけている。
・気象台の見学やお天気教室
のイベントを開催し、水防災に
関する説明等を実施している。

H28年は特になし ・水防災の意識の共有・再確
認を図るため「関係機関向け
説明会」を開催
・首長との意見交換を実施

・出前講座等を活用した講習
会の実施

・市町に対し、出前講座等を
活用した講習会の開催を働
きかける。

・市民講座等の催しに職員を
派遣して、講習会を実施して
いる。

国土地理院「地図と測量の
科学館」にて企画展「水害を
考える」を開催した。（9月～
12月）

・市の要請により、自主防災
会への出前講座を実施。

・プッシュ型の洪水予報等の
情報発信

・平成29年5月1日より、国が
管理する洪水予報河川のう
ち、自治体や携帯事業者と
の調整等が整った市町村に
配信

・水位計やライブカメラの情報
をリアルタイムで提供

・水位計やライブカメラの情
報をリアルタイムで提供する

・国による公表内容は、小山市
ホームページにも掲載している。
・水防計画、地域防災計画改訂済
み（8月）
・宇都宮気象台から講師を招き、
防災研修を実施（9月）

・市HPへ台風情報と合わせ、河川
の水位を掲載
・災害情報メールの配信サービス
を開始している。

・町ホームページの更新にあわせ
て防災情報のページをリニューア
ルし、気象情報や河川情報を掲載
した。

・事業や防災情報の発信
（Facebook、チラシ、パンレッ
ト、パネル）

２）ソフト対策の主な取組　②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組

■より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化

・水防団等への連絡体制の再
確認

・MCA無線機やEメール活用し、情
報伝達手段を確保済み

・連絡体制については、既存の災
害情報発信メールや自動音声シス
テム（指令台による順次指令）によ
る連絡体制を確保

・消防団が、水防団を兼務してお
り、伝達の確認や実施について、
日頃の訓練や火災現場等で実施
した

・消防団の点検時に機器の説明に
合わせ連絡を行い、分団長会議で
も伝達

・水防訓練を実施し、連絡体制の
確認。無線機等を使用した訓練を
実施。　・消防団インフォメーション
メールを活用し、情報伝達を実施

・消防団が、水防団を兼務してお
り、伝達の確認や実施について
は、日頃の訓練や火災現場等で
行っている

日頃から消防団への連絡は行っ
ている

訓練等で実施済 IP無線その他のツール及び訓練
等において連絡体制を確認してい
る。

・消防団の連絡・指揮体制につい
て確認

・水防団同士の連絡体制の確
保

・MCA無線による連絡体制を確保
済み

・近隣市町の担当課に対し、電話
による連絡体制を確保

・連絡体制を確保した ・電話連絡先をまとめている ・消防団幹部を通じ、連絡体制の
確保の実施。
・災害用無線機を使用し、災害の
情報伝達を実施。

・連絡体制を確保する 確保されている 訓練等で実施済 IP無線による連絡体制を確保して
いる。

・通信機器の更新について検討中

・水防団や地域住民が参加す
る洪水に対しリスクが高い区
間の共同点検

・河川事務所が実施する重要水防
箇所等の共同点検に参加

・地元自治会（自主防災組織）消
防団、管轄する消防署、関係行政
機関と洪水危険箇所の共同点検
済み

・河川事務所が実施する重要水防
箇所等の共同点検に参加した

・重要水防箇所の点検に関し、地
元区長に参加してもらい確認を
行った。

・下野市、消防署が参加。 ・毎年、河川事務所が実施する重
要水防箇所等の共同点検に参加
するよう、水防団（消防団）、住民
に周知

H28.7.5　共同点検を実施 ・河川と接していないため共同点
検の対象外
【対象なし】

・河川事務所が実施する重要水防
箇所等の共同点検に区長・消防団
が参加している。

今年度も共同点検に参加 【宇都宮土木事務所】
H28.5.23 宇都宮市、消防署、警察署、自
衛隊とで合同点検
【真岡土木事務所】
H28.7.15 直轄河川合同巡視(下館河川事
務所)
H28.5.25 真岡市と合同点検
H28.5.30 茂木町、市貝町と合同点検
H28.5.31 益子町、芳賀町と合同点検
【栃木土木事務所】
H28.5.27 小山市、下野市と合同点検
【矢板土木事務所】
H28.5.19 さくら市と合同点検
H28.5.31 塩谷町と合同点検
H28.6.1 高根沢町と合同点検

・平成28年度の重要水防箇
所等の共同点検に参加して
いる。

・重要水防箇所等の共同点
検を実施

・関係機関が連携した実働水
防訓練の検討・実施

・利根川水系合同水防訓練へ参
加
・宇都宮市水防訓練を実施

・水害実働訓練実施済み（5月、
ロールプレイング方式訓練）
・関係機関が連携した水防訓練を
実施済み（6月)

・利根川水系合同水防訓練及び関
係機関が行う水防訓練に参加した

・栃木県との総合防災訓練を実施 ・消防署、消防団、警察、市と連携
し、水防訓練を実施。

・風水害想定をした町防災訓練を
実施

H28.10.16　総合防災訓練を実施 未実施。 ・6月12日に消防団と連携し水防訓
練を実施

・消防団が毎年水防訓練を行って
いる。
・関係機関との連携した訓練の実
施については今後検討していく。

【栃木土木事務所】
H28.6.11 小山市水防訓練へ
参加
H28.6.26 栃木市・野木町合
同水防演習へ参加
【矢板土木事務所】
H28.8.28 栃木県・さくら市合
同総合防災訓練へ参加

・国及び自治体が行う水防訓
練へ参加している。

・水防管理団体が行う訓練へ
の参加
・上流域・下流域の減災対策
協議会が合同で、鬼怒川高
水敷の水のう試験施工を確
認

・水防活動の担い手となる水
防協力団体の募集・指定を促
進

・消防団が水防団を兼ねているた
め、随時消防団員募集を実施
【継続】

・消防団サポート事業を実施済み
・消防団員の募集を消防団を通し
て、随時募集を実施
【継続】

・消防団員の募集を消防団を通し
て、随時募集を実施
【継続】

・消防団員の募集を消防団を通し
て、随時募集を実施
【継続】

・消防団が水防団を兼ねているた
め、消防団員募集を実施
【継続】

・消防団が水防団を兼ねているた
め、消防団員募集を実施
【継続】

・消防団が水防団を兼ねているた
め、消防団員募集を実施
【継続】

・消防団が水防団を兼ねているた
め、消防団員募集を実施
【継続】

・消防団が水防団を兼ねているた
め、消防団員募集を実施
【継続】

・消防団入団の募集広報を実施し
ていく
【継続】

・地域の建設業者による水防
支援体制の検討・構築

・宇都宮建設業協会と「災害時に
おける作業、資材の輸送等の協力
に関する協定」を締結し、協力関
係を確保済み

・平成18年12月より小山建設業協
同組合との地域防災における応急
対策の協力に関する協定により、
応急活動に必要な資機材、物資
及び人員の確保済み
【継続】

・平成２４年に真岡市建設業協会
と災害時等における応急対策の実
施に関する協定を締結しており、
見直しを検討した

・栃木県との総合防災訓練を実
施。実施の課程にて水防体制関
係の確認を行った。

・平成２０年８月に下野市建設業
協同組合と災害時の応急対策活
動の実施に関する協定を締結し、
これに基づき応急活動に必要な資
機材、物資及び人員等の協力関
係を確保している。【継続】

・町の建設業団体と「災害時にお
ける応援協定」を締結し、協力関
係を確保済み

H24.12　災害協定による
【継続】

・平成14年度から町建設業協会と
「災害時における作業、資材の輸
送等の協力に関する協定」を締結
【継続】

・平成23年3月から栃木県建設業
協会と水防協力団体の協定を締
結している
【継続】

・水防団協力団体として栃木県建
設業協会塩谷支部が指定されて
いることを確認している

・自主防災組織の促進及び支
援等の検討

・市内全39地区に自主防災組織が
設立されている
【継続】

・地域での自主防災会新規設立1
箇所
・自主防災会の設立拡大を図るべ
く、6自治会、6回の地元説明会を
開催済み
・新規設立自主防災会及び既存自
主防災会に補助金（実施済み）

・自主防災組織のリーダー養成研
修を実施した

・自主防災組織の設立促進を行っ
た。
・設立に際し設備購入の補助金を
拠出した。

・自治会の集会時に、説明会を実
施。また、消防署員からも自主防
災の重要性を説明。

・自治会の総会等に赴き、説明会
を実施した

H29.3公表（河川事務所）及びH29
年度公表予定（県管理区間）の小
貝川浸水想定区域により今後の
支援内容等を検討する。

防災訓練を実施した自主防災組
織に補助金を交付。

・平成31年を目途に町内全地域で
の組織化を推進する

資機材購入の補助事業をH29より
実施

・市町に対し、自主防災組織
の促進を働きかける。

・H28年は支援作業は生じて
いない。

・市の要請により、自主防災
会への出前講座を実施。

・市民を対象とした各地区及び自
治会の防災訓練等において，水防
工法（砂のう作成要領，積土のう
工法，簡易水防工法）を実施した。

２）ソフト対策の主な取組　③一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための氾濫水の早期排水を促す既存施設の活用等の取組

■既存施設の活用を含めた緊急排水計画（案）の作成及び既存施設の管理方法の検討

・排水機場・樋門・水門等の情
報共有、霞堤の排水機能を踏
まえた排水の検討等を行い、
大規模水害を想定した緊急排
水計画（案）を作成

・協議会で排水計画（案）の作成に
ついて検討していく
【H29年度～】

・水防計画・地域防災計画改訂済
み（8月)
・上記の計画の中で情報の共有、
連絡体制の強化を図る。（実施済
み）
・協議会で排水計画（案）の作成に
ついて検討していく
【H29年度～】

・協議会で排水計画（案）の作成に
ついて検討していく
【H29年度～】

・協議会で排水計画（案）の作成に
ついて検討していく
【H29年度～】

・協議会で排水計画（案）の作成に
ついて検討していく
【H29年度～】

・協議会で排水計画（案）の作成に
ついて検討していく
【H29年度～】

・協議会で排水計画（案）の作成に
ついて検討していく
【H29年度～】

・協議会で排水計画（案）の作成に
ついて検討していく
【H29年度～】

・協議会で排水計画（案）の作成に
ついて検討していく
【H29年度～】

・協議会で排水計画（案）の作成に
ついて検討していく
【H29年度～】

・市町へ対し、緊急排水計画
（案）の作成を働きかける。
【H29年度～】

・協議会で排水計画（案）の
作成について検討していく
【H29年度～】

・協議会で排水計画（案）の
作成について検討していく
【H29年度～】

・協議会で排水計画（案）の
作成について検討していく
【H29年度～】

・霞堤の適切な管理のための
機能・効果の啓発活動の検
討・周知

・協議会において検討していく
【H29年度～】

・協議会において検討していく
【H29年度～】

・協議会において検討していく
【H29年度～】

・協議会において検討していく
【H29年度～】

・協議会において検討していく
【H29年度～】

・協議会において検討していく
【H29年度～】

・対象施設がないため対象外
【対象なし】

・対象施設がないため対象外
【対象なし】

・協議会において検討していく
【H29年度～】

・協議会において検討していく
【H29年度～】

・協議会において検討してい
く
【H29年度～】

・協議会において検討してい
く
【H29年度～】

・協議会において検討してい
く
【H29年度～】

・協議会において検討してい
く
【H29年度～】

■その他
（取組方針に記載はないが、実施した
取組内容）

・引き続き実施を検討する。 H29.2　教育委員会担当者と協議
実施

小学６年生に防災に関する課外授
業で実施。

・依頼があれば実施する。
・H29については中学校より防災に
関する出前講座の依頼あり。

・平成28年度、実践的な訓練は未
実施。

■その他
（取組方針に記載はないが、実施した
取組内容）

■その他
（取組方針に記載はないが、実施した取組
内容）

・H28年度は特になし。・小中学校に職員を派遣し
て、防災に関する講演を実施
している。
・小中学生による気象台の見
学を受け入れ、気象や防災
に関して説明を行っている。
・学校に職員を派遣して、教
員を対象とした防災に関する
講習会を実施している。

H28年は特になし・以下の施設で出前講座を
実施
【宇都宮土木事務所】
H28.7.5 宇都宮市立白沢小
学校
H28.7.6 宇都宮市立東小学
校
【真岡土木事務所】
H28.7.4 益子町立益子西小
学校
H28.7.5 茂木町立茂木小学
校
【栃木土木事務所】
H28.7.13 栃木市立真名子小

・教育委員会主催の小中学校長
会にて防災教育の出前講座等の
実施について検討を依頼。
・引き続き教育委員会と連携した
防災教育の実施について検討して
いく。

・小中学生を対象とした防災
教育の実施及び教員へのサ
ポート

・水災害教育の出前講座実施につ
いて関係機関と調整し実施につい
て検討
・市保健安全教育指導者研修にお
いて水災害教育の内容を加えて
来春の実施を計画

・小中学生を対象とした防災教育
を適時実施済み
・教職員を含む「防災リーダー講習
会」を年4回実施済み(HUG、DIG訓
練を実施）
・教職員4名「防災士」免許取得、
補助済み

・中学校（１校）に出向いての防災
講話を実施した
・避難所指定している小学校教員
（１校）に対し避難所開設時の説明
と避難所（学校）に備蓄している資
機材の説明を実施した

・防災訓練実施を各小中学校で検
討中。各小中学校の生徒にも参加
してもらう。
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１）ハード対策の主な取組

■洪水を河川内で安全に流す対策

【国の取り組み】平成２９年３月現在

護岸整備（河岸侵食対策）等
鬼怒川・小貝川の護岸整備（河岸侵食対策）等

○鬼怒川右岸94km付近（栃木県宇都宮市下小倉）

○鬼怒川右岸75.2km付近（栃木県宇都宮市石井町）

○小貝川右岸73.2km付近（栃木県真岡市東大島）

堤防整備

護岸整備

護岸整備

■ 鬼怒川においては、平成27年関東・東北豪雨において被災を受けた低水護岸の災害復旧工事を５箇所で実施。
■ 小貝川においては、一部無堤箇所の築堤を実施。
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１）ハード対策の主な取組

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

【国の取り組み】平成２９年３月現在

雨量・水位等の観測データ及び洪水時の状況を把握・伝達するための基盤の整備
リスクが高い区間の水位情報をリアルタイムで自治体へ伝送する体制を整備

ライブ映像の配信拡大（6箇所→59箇所）

CCTVカメラの配信拡大（全59箇所）

クリックすると・・

＜下館河川事務所ＨＰにて配信中＞

関東地整

CCTVカメラ

簡易水位計

（拡大図）
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１）ハード対策の主な取組

写真

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

防災行政無線の改良、防災ラジオの配布等の整備（１）
防災行政無線の改良、防災ラジオ等の配布

【具体事例】【H28年度実施状況】：平成２９年３月現在

平
成
二
八
年
度
か
ら
概
ね
五
年
で
実
施
す
る
機
関

宇都宮市

小山市

真岡市

さくら市

下野市

上三川町

益子町

芳賀町

塩谷町

高根沢町 ：H28年度未実施の機関
：H28年度実施済みの機関

：H29年度以降実施予定または対象なしの機関

防災行政無線のテレフォンサービス

塩谷町

防災行政無線の保守点検状況

屋外拡声器の難聴地域の解消に向
けて、より高性能のスリム型スピー
カーに交換
平成２７年度実績 １基
平成２８年度実績 ２基

下野市

交換前（ﾎｰﾝｽﾋﾟｰｶｰ） 交換後（ｽﾘﾑ型ｽﾋﾟｰｶｰ）
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１）ハード対策の主な取組

写真

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

防災行政無線の改良、防災ラジオの配布等の整備（２）
防災行政無線の改良、防災ラジオ等の配布

【具体事例】【H28年度実施状況】：平成２９年３月現在

平
成
二
八
年
度
か
ら
概
ね
五
年
で
実
施
す
る
機
関

宇都宮市

小山市

真岡市

さくら市

下野市

上三川町

益子町

芳賀町

塩谷町

高根沢町 ：H28年度未実施の機関
：H28年度実施済みの機関

：H29年度以降実施予定または対象なしの機関

高根沢町

芳賀町

防災行政無線装置から通報された内容を自動的に登録し、住民からの電話着
信により自動対応して通報内容メッセージの再生サービスを行う。

防災行政無線のデジタル化を実施
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１）ハード対策の主な取組

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

写真

【栃木県の取り組み】平成２９年３月現在

水防活動を支援するための水防資機材等の配備（新技術活用も含め）及び適切な管理
水防活動を支援するための水防資機材等の配備（新技術活用も含め）及び適切な管理

水防倉庫の点検状況（平成28年5月18日 宇都宮土木事務所）

各土木事務所における水防資機材の備蓄状況

保管状況、数量の確認を実施
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１）ハード対策の主な取組

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

水防活動を支援するための水防資機材等の配備（新技術活用も含め）及び適切な管理
水防活動を支援するための水防資機材等の配備（新技術活用も含め）及び適切な管理

写真

【具体事例】【H28年度実施状況】：平成２９年３月現在

：H28年度未実施の機関
：H28年度実施済みの機関

：H29年度以降実施予定または対象なしの機関

資機材の点検状況益子町 ライフジャケット120着
配備

真岡市

ゴムボートの使用状況

小山市

平
成
二
八
年
度
か
ら
概
ね
五
年
で
実
施
す
る
機
関

宇都宮市

小山市

真岡市

さくら市

下野市

上三川町

益子町

芳賀町

塩谷町

高根沢町 市民が使用できる水害時の緊急用
土嚢を設置（小山市HP）

下野市

浸水に備え、希望者に土のう袋の
無料配付を実施 （下野市HPより）
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１）ハード対策の主な取組

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

【国の取り組み】平成２９年３月現在

簡易水位計やCCTVカメラ等の設置
簡易水位計やCCTVカメラ等の設置検討および増設を行う

○ 簡易水位計 31箇所新設

○ CCTVカメラ 11台増設

簡易水位計観測のデータは、関係市町に提供を行う。
（観測範囲：堤防天端から約4～5ｍ程度）

簡易水位計

CCTVカメラのライブ映像（59箇所）
を下館河川事務所HPにて公開中。

関東地整

CCTV
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１）ハード対策の主な取組

写真

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

浸水時においても災害対応を継続するための施設の整備及び自家発電装置等の耐水化
浸水時においても災害対応を継続するための施設の整備及び自家発電装置等の耐水化

【具体事例】【H28年度実施状況】：平成２９年３月現在

：H28年度未実施の機関
：H28年度実施済みの機関

：H29年度以降実施予定または対象なしの機関

平
成
二
八
年
度
か
ら
概
ね
五
年
で
実
施
す
る
機
関

宇都宮市

小山市

真岡市

さくら市

下野市

上三川町

益子町

芳賀町

塩谷町

高根沢町

小山市

消防庁舎の自家発電設備耐水化
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２）ソフト対策の主な取組 ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■広域避難を考慮したハザードマップの作成・周知等

想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域図、氾濫シミュレーション（鬼怒川・小貝川）
の公表
想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域図、氾濫シミュレーションを公表する

【国の取り組み】平成２９年３月現在

想定最大規模

○平成28年8月 鬼怒川・田川放水路 公表
○平成29年3月 小貝川・大谷川 公表

（鬼怒川の例）

関東地整

早期の立ち退き避難が必要な区域として設定。

家屋倒壊等氾濫想定区域（氾濫流）

※  公表図面は下館河川事務所、各出張所、HPにて公表しております。

（拡大図）

（拡大図）

（鬼怒川の例）

氾濫シミュレーションの公表（鬼怒川）
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２）ソフト対策の主な取組 ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

写真

■広域避難を考慮したハザードマップの作成・周知等

広域避難計画の策定
広域避難を考慮したハザードマップの作成・周知

【具体事例】【H28年度実施状況】：平成２９年３月現在

：H28年度未実施の機関
：H28年度実施済みの機関

：H29年度以降実施予定または対象なしの機関

平
成
二
八
年
度
か
ら
概
ね
五
年
で
実
施
す
る
機
関

宇都宮市

小山市

真岡市

さくら市

下野市

上三川町

益子町

芳賀町

塩谷町

高根沢町

ハザードマップにて、結城市への広域避難を明示（小山市HPより）小山市

（拡大図）

【参考】
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２）ソフト対策の主な取組 ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

写真

■広域避難を考慮したハザードマップの作成・周知等

地域の特性を踏まえた適切な避難方法（垂直避難等）や効果的なまるごとまちごとハザー
ドマップの検討・周知
地域の特性を踏まえた適切な避難方法（垂直避難等）や効果的なまるごとまちごとハザード
マップについて検討し周知を行う

【具体事例】【H28年度実施状況】：平成２９年３月現在

：H28年度未実施の機関
：H28年度実施済みの機関

：H29年度以降実施予定または対象なしの機関

平
成
二
八
年
度
か
ら
概
ね
五
年
で
実
施
す
る
機
関

宇都宮市

小山市

真岡市

さくら市

下野市

上三川町

益子町

芳賀町

塩谷町

高根沢町
※下館河川事務所では、鬼怒川・小貝川の洪水浸水想定区域に関するデータを整理し、
必要に応じて提供を行っております。

想定浸水深の電柱表示を実施真岡市

イメージ

16



２）ソフト対策の主な取組 ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■広域避難を考慮したハザードマップの作成・周知等

要配慮者利用施設の避難計画の検討・作成及び管理者への周知・啓発
要配慮者利用施設の避難計画に水害を位置づけ、管理者への周知・啓発を行う

【具体事例】【H28年度実施状況】：平成２９年３月現在

：H28年度未実施の機関
：H28年度実施済みの機関

：H29年度以降実施予定または対象なしの機関

平
成
二
八
年
度
か
ら
概
ね
五
年
で
実
施
す
る
機
関

宇都宮市

小山市

真岡市

さくら市

下野市

上三川町

益子町

芳賀町

塩谷町

高根沢町

避難準備情報の名称変更による周知を要配慮者施設へ送付さくら市

要配慮者対応マニュアルを策定宇都宮市

写真

総合防災訓練の中で
避難誘導訓練を実施
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２）ソフト対策の主な取組 ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■避難勧告の発令に着目したタイムラインの作成

短時間判断等の上流域の特徴を考慮したタイムラインの更新及び実践的な訓練の
検討
タイムラインの更新及び訓練の検討を支援していく

【国の取り組み】平成２９年３月現在

平成28年度栃木県・壬生町防災図上総合訓練

＜具体的な取組項目＞

・大雨に伴う各災害の発生を題材として、県の各部局、国の機関、公共・民
間団体、壬生町、一般住民が参加する訓練を実施した。

・訓練当日は「災害対策本部設置運営の訓練」、「市民も参加する実働を含
んだ訓練」を実施した。

・気象台からは当日の図上訓練に参加するとともに、事前に準備するタイム
ラインや訓練シナリオ策定等にスタッフとして参加した。

気象庁
関東地整 タイムラインを活用した実践的な訓練 （H28ホットライン訓練）

→ 協議会のすべての市町と実施

真岡市

さくら市

塩谷町

下野市

高根沢町

小山市

上三川町

芳賀町

自治体が行う訓練に参加

さくら市

下館河川事務所

18



写真

■避難勧告の発令に着目したタイムラインの作成

短時間判断等の上流域の特徴を考慮したタイムラインの更新及び実践的な訓練の
検討
タイムラインの更新及びロールプレイング等の実践的な訓練の実施、検討を行う

【具体事例】

２）ソフト対策の主な取組 ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

【H28年度実施状況】：平成２９年３月現在

：H28年度未実施の機関
：H28年度実施済みの機関

：H29年度以降実施予定または対象なしの機関

平
成
二
八
年
度
か
ら
概
ね
五
年
で
実
施
す
る
機
関

宇都宮市

小山市

真岡市

さくら市

下野市

上三川町

益子町

芳賀町

塩谷町

高根沢町

小山市

タイムラインを軸とした実践的な水防訓練を実施
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２）ソフト対策の主な取組 ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■避難勧告の発令に着目したタイムラインの作成

気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善（水害時の情報
入手のし易さをサポート）
気象情報発信に係るサポート等を検討する

【国の取り組み】平成２９年３月現在

気象庁 警報等を解説・見える化する

危険度を色分けした時系列
今日 明日

9時 12時 15時 18時 21時 00時 03時 06時 09時

大雨

雨量（mm） 10 30 50 80 50 30
（浸水害）

（土砂災害）

洪水

風
陸上（m/s） 15 20 20 25 20 20 15 12 12
海上（m/s） 20 25 25 30 25 25 20 15 15

メッシュ情報

高

危
険
度

低

危険度の高まるタイミングやエリアを確認

平成２９年度出水期までに、 防災気象情報の改善を実施する。
・ 社会に大きな影響を与える現象について、可能性が高くなくとも発生のおそれ
を積極的に伝えていく

・ 危険度やその切迫度を認識しやすくなるよう、分かりやすく情報を提供していく

○気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善

＜具体的な取組項目＞

・気象の警報・注意報等において、時系列で危険度を分かりやすく表示（平成２９年出水期）

・翌朝までの「警報級の現象になる可能性」の提供（平成２９年出水期）

・数日先までの「警報級の現象になる可能性」の提供（平成２９年出水期）

・新たな指標とメッシュ情報を活用した大雨警報・注意報（浸水害）の発表（平成２９年度出水
期）

・精緻化したメッシュ情報を活用した洪水警報・注意報の改善 （平成２９年度出水期）

【参考】H29年度出水期～ 実施予定
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２）ソフト対策の主な取組 ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

写真

■防災教育や防災知識の普及

水災害の事前準備に関する問い合わせ窓口の設置
ハザードマップの見方などの水災害の事前準備に関する問い合わせ窓口を設置する

【具体事例】：国、茨城県、全市町

協議会構成員の問い合わせ窓口を開設 （下館河川事務所ＨＰより）

【H28年度実施状況】：平成２９年３月現在

平
成
二
八
年
度
か
ら
概
ね
五
年
で
実
施
す
る
機
関

宇都宮市

小山市

真岡市

さくら市

下野市

上三川町

益子町

芳賀町

塩谷町

高根沢町 ：H28年度未実施の機関
：H28年度実施済みの機関

：H29年度以降実施予定または対象なしの機関
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２）ソフト対策の主な取組 ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■防災教育や防災知識の普及

水防災に関する説明会の開催
水防災に関する説明会を開催する

【国の取り組み】平成２９年３月現在

関係市町の防災部局、土木部局
の部長を対象に、「出水期に係る
対応等に関する連絡会」を実施。
（H28.5.31）

関東地整

平成28年 台 第16号の栃木県への影響について

気象庁

台風の接近に伴う影響や防災上の留意事項について、
注意、警戒を呼びかけるための台風説明会を開催。

（平成28年：計7回開催）
関係機関（国、県、市町等）との連絡会を実施

平成28年9 20 宇都宮地方気象台

宇都宮大学防災シンポジウムで「鬼怒川における水防災意識社会
の再構築に向けた取り組み」ついて講演
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２）ソフト対策の主な取組 ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

写真

■防災教育や防災知識の普及

水防災に関する説明会の開催
水防災に関する説明会を開催する

【具体事例】【H28年度実施状況】：平成２９年３月現在

：H28年度未実施の機関
：H28年度実施済みの機関

：H29年度以降実施予定または対象なしの機関

平
成
二
八
年
度
か
ら
概
ね
五
年
で
実
施
す
る
機
関

宇都宮市

小山市

真岡市

さくら市

下野市

上三川町

益子町

芳賀町

塩谷町

高根沢町

自治会の出前講座
（防災に関すること）
で実施

芳賀町

小山市

水防災に関する出前講
座を開催
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２）ソフト対策の主な取組 ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■防災教育や防災知識の普及

小中学生を対象とした防災教育の実施及び教員へのサポート
小中学校の総合学習事業の中で、水災害教育に取り組んでいく
授業を実施する前に担当教員にも水災害の知識を身につけていただくための講習会を実
施する

写真

【栃木県の取り組み】平成２９年３月現在【国の取り組み】平成２９年３月現在

○小学校に職員を派遣して、防災に関する講演を実施。
○気象台の見学を受け入れ、気象や防災に関して説明を実施。

夏休み気象講座
（水戸地方気象台）

お天気フェアー2016
気象キャスター体験
（宇都宮地方気象台）

気象庁 ○出前講座により防災教育を実施
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２）ソフト対策の主な取組 ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

写真

■防災教育や防災知識の普及

小中学生を対象とした防災教育の実施及び教員へのサポート
小中学校の総合学習事業の中で、水災害教育に取り組んでいく
授業を実施する前に担当教員にも水災害の知識を身につけていただくための講習会を実
施する

【具体事例】【H28年度実施状況】：平成２９年３月現在

：H28年度未実施の機関
：H28年度実施済みの機関

：H29年度以降実施予定または対象なしの機関

平
成
二
八
年
度
か
ら
概
ね
五
年
で
実
施
す
る
機
関

宇都宮市

小山市

真岡市

さくら市

下野市

上三川町

益子町

芳賀町

塩谷町

高根沢町

芳賀町

防災教育の実施

小山市 職員を含む「リーダー講習会」を実施
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２）ソフト対策の主な取組 ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■防災教育や防災知識の普及

出前講座等を活用した講習会の実施
出前講座等を活用し、水防災意識を高めるための講習会を実施する。

【国の取り組み】平成２９年３月現在

「地図と測量の科学館」にて企
画展「水害を考える」を開催。
（H28.9月～12月）

国土地理院

防災講演会
水戸地方気象台

気象庁

自主防災組織リーダー
育成研修会

宇都宮地方気象台

出前講座により宇都宮市自主防災会役員・リーダ研修会での講話

関東地整
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２）ソフト対策の主な取組 ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■防災教育や防災知識の普及

プッシュ型の洪水予報等の情報発信
プッシュ型による情報発信（洪水予報等）の実施

【国の取り組み】平成２９年３月現在

関東地整

緊急速報メールの着信

○平成28年9月5日から、鬼怒川（常総市）においてプッシュ型配信開始
○平成29年5月1日から、自治体や携帯事業者との調整等が整った市町へ配信エリアを拡大
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■防災教育や防災知識の普及

水位計やライブカメラの情報をリアルタイムで提供
水位計やライブカメラの情報をリアルタイムで提供する

２）ソフト対策の主な取組①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

【国の取り組み】平成２９年３月現在

５９箇所のライブ映像を配信中

関東地整 ○ 水位計やライブカメラ等の情報を、下館河川事務所ＨＰよりリアルタイムで提供中。

雨量・水位情報をリアルタイムで提供中
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２）ソフト対策の主な取組 ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■その他

その他（その他の取り組み内容について記載）

【その他の取り組み】平成２９年３月現在

関東地整

事業内容や防災情報の発信

（Facebook、チラシ、

パンフレット、パネル 等）

下野市 高根沢町 HP更新にあわせて、防災情報のページをリニューアル

→気象情報、河川情報を掲載
災害情報メールの配信サービスを実施
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２）ソフト対策の主な取組 ②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活
動の取組

写真

■より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化

水防団等への連絡体制の再確認
無線やメールなどを活用した情報伝達手段の確保

【具体事例】【H28年度実施状況】：平成２９年３月現在

：H28年度未実施の機関
：H28年度実施済みの機関

：H29年度以降実施予定または対象なしの機関

平
成
二
八
年
度
か
ら
概
ね
五
年
で
実
施
す
る
機
関

宇都宮市

小山市

真岡市

さくら市

下野市

上三川町

益子町

芳賀町

塩谷町

高根沢町

さくら市

消防団分団長会議において連絡体制を再確認

高根沢町

無線を用いた訓練を実施

芳賀町
情報伝達訓練の様子
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２）ソフト対策の主な取組 ②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活
動の取組

写真

■より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化

水防団同士の連絡体制の確保
近隣の水防団の連絡体制の確保

【具体事例】【H28年度実施状況】：平成２９年３月現在

：H28年度未実施の機関
：H28年度実施済みの機関

：H29年度以降実施予定または対象なしの機関

平
成
二
八
年
度
か
ら
概
ね
五
年
で
実
施
す
る
機
関

宇都宮市

小山市

真岡市

さくら市

下野市

上三川町

益子町

芳賀町

塩谷町

高根沢町

塩谷町

連絡時に使用するIP無線

下野市

連絡時に使用するMCA無線機

宇都宮市

MCA無線機

MCA無線による連絡体制を確保
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２）ソフト対策の主な取組 ②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活
動の取組

■より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化

水防団や地域住民が参加する洪水に対しリスクが高い区間の共同点検
毎年、国が実施している重要水防箇所等の共同点検に参加

写真

【具体事例】

○ 水防災の意識の共有・再確認を図るため、沿川市町と連携し、
一般市民も参加した現地での「共同点検」を実施。

→ 重要水防箇所、備蓄資材、防災情報等の説明を実施。

沿川全市町、関東地整、気象庁

【H28年度実施状況】：平成２９年３月現在

：H28年度未実施の機関
：H28年度実施済みの機関

：H29年度以降実施予定または対象なしの機関

平
成
二
八
年
度
か
ら
概
ね
五
年
で
実
施
す
る
機
関

宇都宮市

小山市

真岡市

さくら市

下野市

上三川町

益子町

芳賀町

塩谷町

高根沢町

７月４日 宇都宮市

６月３０日 益子町６月２８日 上三川町

７月８日 高根沢町
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２）ソフト対策の主な取組 ②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活
動の取組

写真

■より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化

関係機関が連携した実働水防訓練の検討・実施
利根川水系合同水防訓練及び鬼怒・小貝水防連合体水防訓練に参加
水防管理団体が行う訓練への参加

【具体事例】

栃木県・さくら市総合防災訓練

さくら市

【H28年度実施状況】：平成２９年３月現在

：H28年度未実施の機関
：H28年度実施済みの機関

：H29年度以降実施予定または対象なしの機関

平
成
二
八
年
度
か
ら
概
ね
五
年
で
実
施
す
る
機
関

宇都宮市

小山市

真岡市

さくら市

下野市

上三川町

益子町

芳賀町

塩谷町

高根沢町
消防団と連携した水防訓練

真岡市

自主防災会を含めた水防訓練

水防訓練

塩谷町

小山市

宇都宮市水防訓練

宇都宮市
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２）ソフト対策の主な取組 ②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活
動の取組

写真

■より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化

水防活動の担い手となる水防協力団体の募集・指定を促進
広報紙やホームページ等で広く募集していく

【具体事例】【H28年度実施状況】：平成２９年３月現在

：H28年度未実施の機関
：H28年度実施済みの機関

：H29年度以降実施予定または対象なしの機関

平
成
二
八
年
度
か
ら
概
ね
五
年
で
実
施
す
る
機
関

宇都宮市

小山市

真岡市

さくら市

下野市

上三川町

益子町

芳賀町

塩谷町

高根沢町

塩谷町 女性消防団員についても募集要領を定めて募集を行っている

（募集要領の例）

高根沢町 消防団員の募集チラシ
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２）ソフト対策の主な取組 ②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活
動の取組

写真

■より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化

地域の建設業者による水防支援体制の検討・構築（１）
地域の建設業者も組み込んだ水防支援体制の検討を実施し、構築する

【具体事例】【H28年度実施状況】：平成２９年３月現在

：H28年度未実施の機関
：H28年度実施済みの機関

：H29年度以降実施予定または対象なしの機関

さくら市、塩谷町、高根沢町、（矢板市）

栃木県建設業協会と水防協力団体の
協定を締結（H23.3～）

小山市

災害時の相互協力に
関する協定書

平
成
二
八
年
度
か
ら
概
ね
五
年
で
実
施
す
る
機
関

宇都宮市

小山市

真岡市

さくら市

下野市

上三川町

益子町

芳賀町

塩谷町

高根沢町
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２）ソフト対策の主な取組 ②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活
動の取組

写真

■より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化

地域の建設業者による水防支援体制の検討・構築（２）
地域の建設業者も組み込んだ水防支援体制の検討を実施し、構築する

【具体事例】【H28年度実施状況】：平成２９年３月現在

：H28年度未実施の機関
：H28年度実施済みの機関

：H29年度以降実施予定または対象なしの機関

芳賀町

町建設業協会と協定を締結（H14.3～）
平
成
二
八
年
度
か
ら
概
ね
五
年
で
実
施
す
る
機
関

宇都宮市

小山市

真岡市

さくら市

下野市

上三川町

益子町

芳賀町

塩谷町

高根沢町
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２）ソフト対策の主な取組 ②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活
動の取組

http://www3.e-
reikinet.jp/haga/d1w_reiki/418902500078000
000MH/418902500078000000MH/418902500

078000000MH.html

■より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化

自主防災組織の促進及び支援等の検討
自主防災組織への支援の検討

【具体事例】

蒲須坂地区自主防災組織説明会さくら市

【H28年度実施状況】：平成２９年３月現在

：H28年度未実施の機関
：H28年度実施済みの機関

：H29年度以降実施予定または対象なしの機関

平
成
二
八
年
度
か
ら
概
ね
五
年
で
実
施
す
る
機
関

宇都宮市

小山市

真岡市

さくら市

下野市

上三川町

益子町

芳賀町

塩谷町

高根沢町

自主防災組織 説明会

下野市

自主防災組織のリーダー養成研修

真岡市

防災訓練を実施した自主防災組織に補助金を交付

（交付金申請書の様式）

芳賀町
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２）ソフト対策の主な取組 ②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活
動の取組

■その他

その他（その他の取り組み内容について記載）

【その他の取り組み】平成２９年３月現在

宇都宮市

・市民参加による防災訓練を実施
・市民を対象とした各地区及び自治会の防災訓練等において
水防工法（砂のう作成要領，積土のう工法，簡易水防工法）を実施している。

（宇都宮市総合防災訓練の様子）
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